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【企画趣旨】 
 スクールワイド PBS（school-wide positive behavior 
support）とは、望ましい行動を強化することで問題行動

を相対的に減じるアプローチを学校全体に広げる取組を指

す。すべての児童生徒を対象とした支援（第 1 層）、リス

クがあると判断された児童生徒を対象とした支援（第 2 層）、

個別の対応を要すると判断された児童生徒を対象とした支

援（第 3 層）を配置し、すべての児童生徒の QOL 向上を

目指す。 
 近年、わが国におけるスクールワイド PBS の実践に広

がりがみられている。研究は、第 1 層の実装を中心に行わ

れ、知見の蓄積が進んでいる（大久保ら, 2020; 庭山, 2020）。
学校種は、義務教育学校段階に留まらず、高等学校の実践

も蓄積され始めた（松山ら, 2020）。さらに、教育振興基本

計画にスクールワイド PBS の実施をうたう自治体もみら

れるようになっている（徳島県教育委員会, 2018）。このよ

うな動向を踏まえ、今後も多くの学校、自治体においてス

クールワイド PBS の実装の検討が進むことが考えられる。 
 本シンポジウムでは、スクールワイド PBS の導入段階

における取組や、そこでみられる成果や課題を取り上げ、

議論を行う。話題は、高等学校での展開事例を取り上げる。

それは、高等学校段階でスクールワイド PBS を導入する

上で、学校段階特有の困難さが考えられるためである

（Martinez, et al., 2019）。小・中学校と比較して地域の設

置校数は限られ、在籍生徒人数は多い。履修すべき各教科・

科目に応じた専門性を有する多様な教員が配置されている。

学科やコース、学校設定教科・科目の設置が行われ、校内

体制の維持は小・中学校と比べてより複雑となる。このこ

とは、生徒指導上の対応を困難にし、校内で問題行動を懲

戒措置で対応するという指導への依存を強めることが懸念

される。 
そこで、わが国の高等学校におけるスクールワイド PBS

実施の在り方を議論し、小・中学校以上に複雑な学校環境

にある高等学校でのスクールワイド PBS 導入を検討する。

話題提供の事例は、研究参加者の同意を得て実施している。 
 

【話題提供者の趣旨】 
Ⅰ 松山康成：全日制普通科高校での導入 
アメリカでは、高等学校におけるスクールワイド PBS

は小中学校に比べると導入率は低い（Freeman et al., 
2016）。その要因として複雑な学校構造や教員の異なる専

門性などが指摘されているが（Flannery et al, 2013）、高

等学校においても問題行動の改善の効果が実証されている

（Flannery et al, 2014）。 
そこで本報告は、全日制課程公立高等学校普通科におけ

るスクールワイド PBS 第 1 層支援の実践を紹介する。特

に、既存の校内組織に位置付けつつ生徒も関与した支援チ

ームの結成や、既存の生徒指導データを行動の指標として

活用するなど、学校教育システムと PBS の親和性に焦点

を当てた導入の方法について議論を行いたい。 
 
Ⅱ 半田 健：全日制専門課程設置高校での導入 
 スクールワイド PBS では、生徒の体系的なデータに基

づいて第 1 層支援が効果的でなかった生徒を選定し、より

個別的な第 2・3 層支援を行う。高等学校で通級による指

導を実施する上での課題として、対象となる生徒の実態把

握やその選定、校内支援体制の整備が挙げられる（国立特

別支援教育総合研究所, 2018）。本報告は、通級による指導

の実施に当たってスクールワイド PBS を導入した全日制

専門課程設置高校の事例を紹介する。本事例は、スクール

ワイド PBS 導入とシステム構築において、1 年の準備期間

と 3 年の構築期間という 4 カ年計画で実施している。今回

は準備期間から構築期間 1 年目までの計 2 年間で得られた

成果と課題、現在の進捗について紹介する。 
 
Ⅲ 若林上総：定時制課程高校での導入 
 生徒の多様な教育的ニーズに対し、特色ある学校づくり

で対応している定時制高校は多い。しかしながら、生徒の

学校適応に関する課題は、依然として存在している。本報

告は、このような課題の解決を目指し、教育課程に学校設

定教科「SST」を設置した定時制高校の事例を紹介する。

事例では、「SST」で学んだ行動の般化を目指し、全教職員

が適切な行動にトークンを付与する指導を行った。指導の

記録からは、生徒の多くに行動上の改善がみられた一方、

課題の残る生徒も把握された。この生徒は、適応リスクの

高い生徒とみなされ、追加支援として Check & Connect
（Sinclair, et al., 1998）と呼ばれる手立てが実行された。

結果として、課題となった行動は低減し、「SST」で学んだ

行動がみられるようになった。 
 
【指定討論者の趣旨】 
Ⅳ 横山貢一：学校・自治体での導入と展開 
宮崎県教育委員会では、エリアサポート体制を構築し、

地域の資源を効率的に活用しながら、各校の体制支援を行

っている。高校における通級の制度化にともない、エリア

ごとに通級指導教室を設置し、高校における特別支援教育

の充実を目指している。この取組の充実には、スクールワ

イド PBS の知見をエリアへの支援コンテンツとして活用

することが考えられる。導入段階において話題提供者から

示された成果や課題に対し、行政の立場から、今後の展開

を念頭に議論する。 
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